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平成１７年１１月１４日 

気 象 庁 

 

第１回「緊急地震速報の本運用開始に係る検討会」 

の開催について 
 

 

標記検討会を以下のとおり開催しますのでお知らせします。 

 

 

１．日 時 平成１７年１１月１７日（木）１４：００～１６：００ 

２．場 所 気象庁講堂 

３．議事(案) 

（１）検討会の検討スケジュール 

（２）緊急地震速報の概要 

（３）緊急地震速報の本運用に向けての基本方針 

（４）その他 

 

 

 

 

※ 傍聴は可能ですが、会場の都合上、希望される方は１１月１６日１２時

までに以下の連絡先までご連絡願います。また、場合によっては、席を準

備できない場合もありますので、ご了承願います。 

写真・映像等のカメラ撮影は、冒頭のみ可とさせていただきます。 

 

 

 

 

［本件に関する問い合わせ先］ 

気象庁地震火山部管理課（03-3212-8341 内線4505,4516） 



（参考） 

「緊急地震速報の本運用開始に係る検討会」について 

 

１．目的 

緊急地震速報の本運用開始に向け、緊急地震速報の特徴や限界を理解した特定利用者が

情報を利活用するにあたっての留意事項、及び特定利用者以外の一般利用者が緊急地震速

報を混乱なく有効に活用できるような環境の整備に向けて、緊急地震速報の適切な提供方

法、緊急地震速報認知度向上のための普及・啓発の方策、また、一般利用者が緊急地震速

報を利用するにあたっての「心得」等について検討し、気象庁に提言する。 

さらに、本検討会は平成 18 年度以降も継続し、普及・啓発の状況を踏まえた一般利用

者に対する緊急地震速報の本運用の開始時期について気象庁に提言する。 

なお、本検討会の検討結果については、ナウキャスト地震情報の実用化に関する検討委

員会（事務局：内閣府、消防庁、国土交通省、気象庁）に報告し、了承を得るものとする。 

 
２．検討事項 

（１）特定利用者における情報利活用に関する留意事項について 

特定利用者における本運用実現のための配信体制の整備にあたり、情報の配信・提

供に当たって留意すべき事項や、情報利活用に関して必要なガイドライン等について

検討する。 

 

（２）一般利用者に対する緊急地震速報の発表基準、情報内容、提供方法について 

広く一般国民が、緊急地震速報を混乱なく有効に活用できるという観点から、提供

する緊急地震速報の発表基準、具体的な表現方法、及び提供するための手段について

検討する。 

 
（３）一般利用者の利用の「心得」 

可能な限り災害の軽減を図るとの観点から、一般利用者が、緊急地震速報を入手し

た際に、どのような行動をとるべきかという「心得」、また、不特定多数の者が集まる

施設等を管理する管理者が緊急地震速報を受けた際の、顧客等の誘導等に関するガイ

ドラインについて検討する。 

 
（４）緊急地震速報の認知度向上等のための啓発・広報の方策について 

緊急地震速報が、広く一般国民に対して提供され、混乱なく安全の確保等に有効に

活用されるためには、事前に緊急地震速報の特徴・限界やその利用方法について、十

分な広報・周知が行われていることが不可欠である。このような観点から、広く一般

国民に対する緊急地震速報について、消防庁等と連携したモデル地域における実証試



験等、効果的な啓発・広報等の方策及びどのような環境が整備されれば提供開始可能

かについて検討する。 

 

３．検討会構成メンバー案 

阿部 勝征   国立大学法人東京大学地震研究所教授 

今井 茂价   日本百貨店協会常務理事 

牛島 雅隆   東日本旅客鉄道(株)鉄道事業本部安全対策部長 

内山 研二   (株)TBS ﾗｼﾞｵ&ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ編成局制作ｾﾝﾀｰﾆｭｰｽ担当部次長 

小嶋 富男   日本放送協会報道局気象・災害センター長 

谷原 和憲   日本テレビ放送網(株)報道局社会部社会担当副部長 

廣井  脩   国立大学法人東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 

福和 伸夫   国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科教授 

細渕  功   八重洲地下街(株)常務取締役 

上総 周平   内閣府参事官(地震･火山対策担当) 

服巻 正治   警察庁警備局警備課災害対策室長 

安藤 英作   総務省情報通信政策局地上放送課長 

金谷 裕弘   総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 

渡邉 洋己   総務省消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室長 

三谷 泰久   国土交通省総合政策局技術安全課長 

宮本 博司   国土交通省河川局防災課長 

千葉 宇京   宮城県総務部危機管理監 

岩田 孝仁   静岡県総務部防災局防災情報室長 

加藤 文男   千葉県富浦町総務課長 

 
４．検討スケジュール案 

第１回会合 平成17年11月17日 特定利用者と一般利用者を区分した運用につ

いて 

第２回会合 平成17年12月  一般利用者への啓発･広報の方策と提供に向け

た環境整備について 

第３回会合 平成18年2～3月 中間報告 

 緊急地震速報を受信したときの行動の心得に

ついて 

 一般利用者向け緊急地震速報の発表基準、表現

方法について 

第４回会合 平成18年9～12月  最終報告 

 モデル地域における実証試験の状況報告とこ

れら普及･啓発の状況を踏まえた一般利用者向

け緊急地震速報の本運用の開始時期について 


